
科学と環境年表 参考　２

現象の発生、発見 科学的な機構解明・対策（技術開発） 政策（国際的な動き） 政策（国内の動き）

西暦

39 ｸﾞﾛｰﾌﾞ卿が初めて燃料電池発電実験に成
功(英）

81 ﾊｰﾄﾚｲがｵｿﾞﾝ層の存在を予言(ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ) 72 米国ｲｴﾛｰｽｵｰﾝ国立公園の設置 83 浅野ｾﾒﾝﾄ降灰事件（日）

72 ﾌｰﾘｴが温室効果気体による地球温暖化へ
の影響が指摘を指摘。“greenhouse　effect”
と名付けられた。（仏）

95 ナショナル・トラストの設置（英） 足尾銅山 (栃木)の鉱毒で渡良瀬川流域被
害（日）

73 ﾛﾊﾞｰﾄ・ﾀﾞﾋﾞｯﾄｿﾝが実用的な電気自動車を製
造

96 化学者ｱﾚﾆｳｽが石炭の燃焼によるCO２の
排出が地球の温室効果を高め、温暖化を導
くと提唱(ｽｳｪｰﾃﾞﾝ)

11 日本自動車（株）が電気自動車を試作（日） 28 ﾄｰﾏｽ･ﾐｯﾄﾞｸﾞﾚｲがｸﾛﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ(日本名ﾌ
ﾛﾝ)ｶﾞｽ発明(米)

05 ﾆﾎﾝｵｵｶﾐ最後の捕獲（日） 14 日立鉱山で156m（世界一）煙突稼働→煙害
減少（日）

32 宮沢賢治｢ｸﾞｽｺｰﾌﾟﾄﾞﾘの伝記｣で CO2増加に
よる温暖化を書く（日）

30 ﾁｬｯﾌﾟﾏﾝがｵｿﾞﾝ層生成理論を発表（英） 25 日本、米国から釣りの対象種としてﾌﾞﾗｯｸﾊﾞ
ｽを移入

22 本格的効果煤塵測定開始（大阪市立衛星研
究所）（日）

31 国立公園法制定 32 大阪で煤煙防止規制（我が国初の発令）

34 トキが天然記念物に指定（日） 39 実用規模の排ｶﾞｽ脱硫装置（ｱﾝﾓﾆｱ中和法）
稼働（日）

45 (米)ﾛｻﾝｼﾞｪﾙｽで光化学ｽﾓｯｸﾞ(炭化水素と窒
素の酸化物が紫外線により過酸化物となる)
が観測される

54 単結晶太陽電池（Pearson)の発明 57 国際地球観測年 50 国際鳥類保護条約の締結 52 ﾛﾝﾄﾞﾝでｽﾓｯｸﾞ(亜硫酸ｶﾞｽ)より4000人死亡
(英)

58 太陽電池積載衛生の打ち上げ（米） 57 自然公園法制定（指定植物の採取規制等を
追加）

55 ｲﾀｲｲﾀｲ病が社会問題化（日）

58 ｱﾙｶﾘ型燃料電池の実用化成功（米） 59 林野庁が鳥類生態調査を実施 大気汚染防止法制定

58 ｷｰﾘﾝｸﾞがﾊﾜｲ(ﾏｳﾅ=ﾛｱ)､南極などで二酸化
炭素濃度の連続測定開始（米）

60 ＩＵＣＮ、レッドデータブック発行（135種の絶
滅危機哺乳動物掲載）

56 水俣病社会問題化（日）

兵庫県豊岡市でｺｳﾉﾄﾘ人口飼育始まる。 58 工場排水規制法制定

ｲﾘｵﾓﾃﾔﾏﾈｺが発見・公表される 水質保全法制定

62 「沈黙の春」出版 下水道法制定

68 生物圏会議（生物件資源の合理的利用と保
全のための科学的な基礎に関する政府間
専門家会議）－生態学研究の国際協力

59 厚生省調査会が水俣病の原因として有機水
銀説を答申

61 四日市でぜん息患者多発(日)

排煙脱硫装置の設置開始

62 ﾛﾝﾄﾞﾝで煤煙により 340人死亡（英）

ﾚｲﾁｪﾙ･ｶｰｿﾝ「沈黙の春」出版（米）

煤煙の排出の規制等に関する法律公布

64 新潟件阿賀野川流域に水銀中毒患者を発
見（日）

65 新潟水俣病初報告（日）

電気集じん機（ＥＰ）の採用開始（日）

67 阿賀野川流域の水銀中毒原因を特定

公害対策基本法制定

68 ｵｰﾃﾞﾝが、ｽｶﾝｼﾞﾅﾋﾞｱの酸性雨の原因が英
国や中部ﾖｰﾛｯﾊﾟからの汚染物質にであると
の説を発表（酸性雨解明の父）（ｽｳｪｰﾃﾞﾝ）

水俣病の原因を排水中有機水銀とする政府
統一見解発表（日）

厚生省が神通川流域のｲﾀｲｲﾀｲ病原因をｶﾄﾞ
ﾐｳﾑと発表（日）

70年代
72 TARGET計画で、定置用リン酸形燃料電池
（PAFC）の開発開始（米）

74 ﾛｰﾗﾝﾄﾞ､ﾓﾘｰﾅ両博士はﾌﾛﾝによるｵｿﾞﾝ層の
減少と人類生態系に与える影響と可能性を
指摘（米）

71 ラムサール条約の採択 70 東京で光化学ｽﾓｯｸﾞの被害発生(日)

76 CFCs、ﾒﾀﾝ、NOxも温室効果ｶﾞｽであると認
識され始める

76 気象庁と連邦大気研究ｾﾝﾀｰが成層圏でﾌﾛ
ﾝの検出に成功(米)

人間と生物圏計画（ＭＡＢ） 71

76 第１回全米ﾊﾟｯｼﾌﾞｿｰﾗｰ会(ﾊﾟｯｼﾌﾞ・ｿｰﾗｰとｱ
ｸﾃｨﾌﾞ・ｿｰﾗｰが明確に区別されるようにな
る）

78 ｴｱｿﾞｰﾙ噴射剤へのﾌﾛﾝ使用の段階的禁止
（米）

72 ﾕﾈｽｺ総会で世界遺産条約の採択

79 世界気候会議(WMO)-世界気候計画採択
（温室効果による温暖化を警告）

79 世界保健機構(WHO)が紫外線と皮膚ガンと
の因果関係の疫学的証拠を報告

72 ﾛｰﾏｸﾗﾌﾞ「成長の限界」発表 72 播磨灘を中心に瀬戸内海に大量の赤潮発
生

渡り鳥標識調査本格的に開始 OECD、公害防止費用の汚染者負担、PPP
原則採択

自然環境保全法制定 通産省、PCBの精算と使用の中止を関係業
界に通達

73 ワシントン条約の採択 72 廃棄物その他の物の投棄による海洋汚染の
防止に関する条約（ﾛﾝﾄﾞﾝ・ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ条約）採
択

自然環境保全基礎調査（緑の国勢調査）始
まる

73 本田技研、東洋工業のｴﾝｼﾞﾝがﾏｽｷｰ法
1975年規制に合格

77 ＩＵＣＮ、世界環境保全戦略（ＷＣＳ）策定作
業を開始

窒素酸化物の排出基準決定

78 ＩＵＣＮ、植物のﾚｯﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ発行 74 （日）ｱﾝﾓﾆｱ接触還元法により大容量排ｶﾞｽ
脱硝装置可動（住友化学工業製）

79 ボン条約（野生動物の移動性の種の保存に
関する条約）の採択

75 自動車用ﾚｷﾞｭﾗｰｶﾞｿﾘﾝの無鉛化開始（日）

海洋汚染ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ・ﾊﾟｲﾛｯﾄ・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（油汚
染調査）開始

76 硫黄酸化物の総量規制実施

77 ｸﾗｳﾝに三元触媒ｼｽﾃﾑが搭載

78 当時世界一厳しい排出ｶﾞｽ規制（53年排出ｶﾞ
ｽ規制）

79 下水中の窒素、ﾘﾝ除去技術開発

欧州委員会環境大臣会議で長距離越境大
気汚染条約採択(国連)

地球温暖化 オゾン層破壊 生物・生態系 化学物質・公害

自動車の排ｶﾞｽ規制強化

水質汚濁に係る環境基準告示

廃棄物処理法制定

1800年代

1900年代
前半
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　1970
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現象の発生、発見 科学的な機構解明・対策（技術開発） 政策（国際的な動き） 政策（国内の動き）

西暦

80年代
80 ｢西暦2000年の地球｣発表､熱帯林減少と大
気の温暖化を警鐘(米)

80 ECでﾌﾛﾝのうち、CFC-11と-12の生産能力
凍結と使用削減

80 ＩＵＣＮ、ＷＷＦ、ＵＮＥＰ等が世界環境保全戦
略（ＷＣＳ）を発表（持続的開発の理念を提
唱）

80 国家酸性雨影響計画(NAPAP)制定(米)

80 新エネルギー・産業技術総合開発機構
（NEDO)設立

82 南極昭和基地、ｵｿﾞﾝﾎｰﾙ発見 日本、ワシントン条約、ラムサール条約に加
入、国内で発行

「越境大気汚染に関する合意覚書」締結
（米・加）

81 通産省工業技術院がムーンライト計画にお
いて燃料電池開発開始（日本）

84 南極基地ﾊﾚｰﾍﾞｲ上空中の春期ｵｿﾞﾝが40％
以上減少と報告(英）

人口繁殖のためのトキ一斉捕獲事業開始
（日）

81 酸性雨による森林被害の報告(独）

82 世界で今世紀はじめての異常気象におそわ
れる（豪・ｱﾌﾘｶで大干ばつ､南米南部で異常
降雨、日本で長崎豪雨）

85 NASAが人工衛星ﾆﾝﾊﾞｽ7号による南極上空
のｵｿﾞﾝﾎｰﾙの写真を発表(米）

81 新種の鳥、ﾔﾝﾊﾞﾙｸｲﾅの発見（日） 83 環境庁が酸性雨ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ開始

82 PLEA（Passive　and　Low　Energy
Architecture）会議発足（後、ほぼ毎年開催）

ｵｿﾞﾝ層保護のためのｳｨｰﾝ条約採択 81 FAOとUNEP合同報告書｢熱帯地域の森林
資源プロジェクト｣-1970年代からの人工衛
星写真による熱帯林の減少を発表

84 「湖沼水質保全特別措置法」制定

85 世界気象機関(ＷＭＯ)とUNEPの主催で気象
学者会議－ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝによると21世紀半ば
までに平均1.5～4.5℃温暖化すると結論

87 ｵｿﾞﾝ層保護条約外交会議「ｵｿﾞﾝ層を破壊す
る物質に関するﾓﾝﾄﾘｵｰﾙ議定書」採択、日
本も署名

85 ＦＡＯ、熱帯林行動計画を策定（熱帯林の適
正な開発と保全に関する国際行動指針を採
択）

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ､ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝについて水質環
境項目を設定

87 南極の氷床ｺｱの研究により、過去１０万年
以上の間、CO２濃度と地球温度との相関が
あると明らかにされた。

88 「特定物質の規制等によるｵｿﾞﾝ層の保護に
関する法律」制定

87 絶滅のおそれのある野生動植物の譲渡の
規制等に関する法律制定（規制対象として
630種の野生動植物を指定）

85 「ﾍﾙｼﾝｷ議定書」締結－1993年までにSO2
排出量を1980年の排出量から30％削減す
る。

岩手県綾里で二酸化炭素定常観測(日) 「ｵｿﾞﾝ層の保護のためのｳｨｰﾝ条約」日本国
について発効

89 日本版ﾚｯﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ第一版の概要の公表
（628種が絶滅の危機、22種が絶滅）

88 「ｿﾌｨｱ議定書」締結－1994年までにNOx排
出量を1987年ﾚﾍﾞﾙに凍結（欧）

88 ﾄﾛﾝﾄ･ｻﾐｯﾄ-2005年までにCO2を20%削減
(加)

89 「ｵｿﾞﾝ層を破壊する物質に関するﾓﾝﾄﾘｵｰﾙ
議定書」日本国について発効

ｶﾘﾝB号事件（ﾅｲｼﾞｪﾘｱに不法投棄されてい
たｲﾀﾘﾀの有害廃棄物をひきとった西独船籍
の船が世界中で入港拒否）

ｼﾞｭﾈｰﾌﾞで気象変動に関する政府間ﾊﾟﾈﾙ
(IPCC)　30か国参加､温暖化の解明を目的と
する(ｽｲｽ)

ﾍﾙｼﾝｷでｳｨｰﾝ条約及びﾓﾝﾄﾘｵｰﾙ議定書締
結国会議(ﾍﾙｼﾝｷ宣言)　特定ﾌﾛﾝの全廃(ﾌｨ
ﾝﾗﾝﾄﾞ）

89 「ﾊﾞｰｾﾞﾙ条約」採択

90年代
90 IPCC「第1次評価報告書」発表 90 ﾛﾝﾄﾞﾝでﾓﾝﾄﾘｵｰﾙ議定書第2回締結国会議-

2000年までにﾌﾛﾝの全廃で合意(英)
92 生物多様性条約の採択 91 廃棄物ｶﾞｽ化溶融発電技術開発開始（日）

90 温暖化防止行動計画(2000年安定化目標） 91 「特定物質の規制等によるｵｿﾞﾝ層の保護に
関する法律の一部を改正する法律」制定
1,1,1,ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ､その他のCFC,四塩化炭素
を製造等の規制対象物質に追加

絶滅のおそれのある野生動植物の種の保
存に関する法律（種の保存法）制定

「再生資源の利用の促進に関する法律(ﾘｻｲ
ｸﾙ法)」制定

90 ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞで温暖化対策税を導入 92 ﾓﾝﾄﾘｵｰﾙ議定書第4回締結国会議-
HCFC,HBFC,臭化ﾒﾁﾙが規制対象となる(ｺﾍﾟ
ﾝﾊｰｹﾞﾝ)

94 生物多様性調査開始（日） 92 自動車NOx法

90 地球温暖化経済ｼｽﾃﾑ検討会設置（炭素税
の検討始まる）

94 「特定物質の規制等によるｵｿﾞﾝ層の保護に
関する法律の一部を改正する法律」制定
HCFC、HBFCおよび臭化ﾒﾁﾙを製造等の規
制対象物質に追加

国連海洋法条約の発効 95 廃掃法改正（罰則強化）

92 国連環境開発会議(ﾌﾞﾗｼﾞﾙ･ﾘｵ) 97 地球観測衛星「みどり」に搭載したｵｿﾞﾝ層等
観測ｾﾝｻｰ(ILAS)からの取得ﾃﾞｰﾀの検証を
目的として、大気球を用いた国際協同観測
を実施（２月～６月）

砂漠化対処条約の採択 96 土壌汚染等修復技術開発開始

「気候変動枠組条約」採択（米） 97 ﾓﾝﾄﾘｵｰﾙ議定書第10回締約国会合開催-
臭化ﾒﾁﾙの貿易規制強化決定等(ｴｼﾞﾌﾟﾄ･ｶｲ
ﾛ)

95 日中ﾄｷ保護協力事業開始 脱塩素化分解法等PCB分解処理実用化試
験始まる

92 電力会社が太陽光発電の余剰電力を買い
取る制度をスタート

99 ｳｨｰﾝ条約第5回締約国会議及びﾓﾝﾄﾘｵｰﾙ
議定書第11回締約国会合開催(中国・北
京)-HCFCの生産量規制の導入、ﾌﾞﾛﾓｸﾛﾛﾒ
ﾀﾝが規制対象、先進各国によるCFC管理戦
略の策定及び提出が決定

生物多様性国家戦略の策定 97 「環境影響評価法」制定

二酸化炭素の固定化・有効利用の開発開始 98 生物多様性ｾﾝﾀｰ設置（日） 99 産業用焼却設備向け簡易型ﾀﾞｲｵｷｼﾝ除去・
分解装置の技術開発開始（日）

93 ﾆｭｰｻﾝｼｬｲﾝ計画開始（日本） 99 ﾗﾑｻｰﾙ条約締約国会議（湿地の登録基準
の見直し）

「特定の化学物質の環境への排出量の把握
等及び管理の改善の促進に関する法律
(PRTR法)」成立

ｶﾅﾀﾞのﾊﾞﾗｰﾄﾞ社がﾊﾞｽや乗用車用燃料電池
開発

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類対策特別措置法制定

94 新ｴﾈﾙｷﾞｰ導入大綱決定

95 ＩＰＣＣ「第二次評価報告書」発表

96 環境庁環境家計簿作成、環境家計簿運動
推進全国大会

97 COP3、「京都議定書」採択（京都）

97 新ｴﾈﾙｷﾞｰ利用等の促進に関する特別措置
法（新ｴﾈ導入促進法）の制定

97 ﾄﾖﾀ自動車のﾌﾟﾘｳｽ発売（世界初の市販のﾊ
ｲﾌﾞﾘｯﾄﾞｶｰ）

98 省エネ法改正（対象事業所拡大、ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ
方式）

「地球温暖化対策推進法」成立

「地球温暖化対策推進大綱」作成

00 ｸﾞﾘｰﾝ購入法の制定 01 ﾌﾛﾝ回収破壊法制定 00 生物多様性条約特別締約国会合にてﾊﾞｲｵ
ｾｰﾌﾃｨｰ議定書の採択

00 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車ＮＯ作戦（東京都）

02 省エネ法改正（ｴﾈﾙｷﾞｰ管理者必置対象拡
大）

02 先進国・途上国において、ﾌﾞﾛﾓｸﾛﾛｴﾀﾝ全廃 01 移入種問題顕在化 粒子状物質排出基準の遵守等-ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車
の排出ｶﾞｽ規制（東京都）

京都議定書締結 02 新・生物多様性国家戦略の策定 01 自動車NＯｘ・ＰＭ法制定

ﾄﾖﾀ､ﾎﾝﾀﾞが燃料電池自動車限定販売開始 自然再生推進法制定

新ｴﾈﾙｷﾞｰ電力発電法（RPS法）の成立 03 遺伝子組み換え生物規制法制定

2000年代

地球温暖化 オゾン層破壊 生物・生態系 化学物質・公害


